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指定管理者による公の施設の管理状況評価（令和７年度分）

名　　　称 栃木市栃木第六地区コミュニティセンター

所　在　地 栃木市薗部町２丁目１４番９号

名　　　称 社会福祉法人　栃木市社会福祉協議会

所　在　地 栃木市今泉町２丁目１番４０号

（１）平等利用の確保とサービス向上の取組み

施設の設置目的や特性に基づいた施設運営の基本方針が明文化され、職員が適切に理解し
ているか

施設予約や利用方法等について、市民の誰もが利用しやすい利便性と平等性確保の配慮が
なされているか

アンケート調査等により、利用者等の意見を把握し、運営に反映させる取組みを行ってい
るか

利用者等からの苦情や意見などに対し、適切な取組みを行っているか

指標名 計画値 実績値

利用案内掲示数 4か所 5か所

アンケート数 80件 47件

利用者意見反映数 1件 3件

利用者満足率 80% 97.8%

業務改善数 2件 3件

第１次評価（指定管理者評価） 第２次評価（施設所管課評価）

評価ランク 評価指数 評価点 評価ランク 評価指数 評価点

施　

設
施設内容 コミュニティセンター

指
定
管
理
者

主な業務内容 地域福祉事業・介護保険事業・障害者自立支援法に基づく事業

評
価
要
素

管
理
状
況
評
価
指
標

評
価

配点

25 Ⅱ 0.8 20 Ⅱ 0.8 20

指
定
管
理
者
コ
メ
ン
ト

①施設の設置目的に基づいた基本方針を『栃木市第六地区コミュニティセンター事業計画書』の
管理運営方針として明文化し、職員会議等で内容の共有を行ない職員の理解を深めました。ま
た、職員は常日頃から資質向上を念頭に研修会等に積極的に参加し、管理運営に携わってきまし
た。
②市民に対する利便性と平等性の確保について、少しでも利用がしやすくなるように、様々な場
所に開館時間・利用条件等の案内を掲示しました。また、管理権限を付与された利用の承認・利
用承認の制限・利用承認の取消し・利用料金の納付等、関係条例等を遵守し適正に処理すること
で、平等性の確保に配慮しました。
③アンケートについて、アンケート通知を利用の際に都度声掛けを行い協力を得る形にしました
が、令和6年度と比較し返答数は増加しましたが、依然計画値より大幅に少ない結果となりまし
た。今後は多くの方に意見を募れるよう実施期間の拡充等に努めます。アンケートでいただいた
意見は施設のより良い運営のために反映させていただきました。（掲示物の刷新、暖房機の設
置、児童館との協働事業計画）
④センター内に利用者意見箱を常設し、広く利用者の意見を募ると同時に、ご意見については適
切な対応を心がけました。大きな苦情等はありませんでしたが、利用者からの意見等を取り入
れ、３件の改善（使用部屋の即時変更、トイレ修繕、HP上での記事公開）を行いました。

施
設
所
管
課

コ
メ
ン
ト

・施設の管理運営方針に関し職員相互に理解を深め、研修会にも参加し適正な管理運営を行って
いる。
・アンケートの結果を反映させ、利用条件等の掲示や利用の承認等を適切に行い、利用者の利便
性の向上並びに平等性の確保が図られた。
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別紙　１

①

②

③

④

（２）施設の効用を最大限に発揮する取組み

施設の設置目的に基づいた事業計画通りに管理運営をしているか

広報活動等（広報紙、ケーブルＴＶ、ホームページ、ＳＮＳ等）による新規利用者の増加
に向けた、効果的な取組みを行っているか

開館時間の延長及び新規事業等による新規利用者の増加に向けた、効果的な取組みを行っ
ているか

地域住民や関係団体等との連携や協働による事業等、利用者や地域住民の満足度を高める
取組みを行っているか

指標名 計画値 実績値

利用者数 11,300人 9,478人

記事の掲載回数 2回 4回

協働事業数 2事業 3事業

第１次評価（指定管理者評価） 第２次評価（施設所管課評価）

評価ランク 評価指数 評価点 評価ランク 評価指数 評価点

評
価
要
素

管
理
状
況
評
価
指
標

評
価

配点

20 Ⅲ 0.6 12 Ⅲ 0.6 12

指
定
管
理
者
コ
メ
ン
ト

①今年度の利用者計画を１１，３００人と設定して施設の運営を行ないましたが、エアコン設備
の故障により、夏場・冬場を中心に利用を控える利用者が多く、登録団体の高齢化による利用者
数の減少から目標値に達することはできませんでした。
　職員は常に利用者に安心して利用いただける環境を整え、空き室がある場合は、一般の方も利
用いただき、空き室の有効活用に努めました。
②施設利用についての記事をホームページに掲載し、またイベント告知も館内にポスター掲示す
るなど、広く市民に対して広報活動を行いました。今後も新規利用者や新規団体の増加に取り組
む積極的な広報活動を行います。
③地域住民や関係団体等との連携・協働について、第六地区コミュニティ推進協議会が主催する
第６地区コミュニティまつりにおいて実行委員となり、地域住民と連携し実施しました。参加児
童による読み聞かせの実施等地域住民と協働して実施したことで多くの方に来ていただき、６コ
ミのＰＲ活動を行うことができました。茶道やヨガ教室については登録者が増加する結果となり
ました。

施
設
所
管
課
コ
メ
ン
ト

・エアコンの故障により、夏場の暑い時期にはスポットクーラーや扇風機で対応したが、利用を
控える団体が見受けられた。
・地域住民や関係団体等との連携事業については、昨年に引き続き第６地区コミュニティまつり
を開催するなどの成果が見られた。さらに第六地区コミュニティ推進協議会やそのべ児童館等の
各団体との連携事業を積極的に実施してもらいたい。
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別紙　１

①

②

③

④

（３）施設経費の削減の取組み

指定管理料、利用料金等の収支手続について、適切で透明性の高い管理をしているか

サービスの質を確保した経費削減の取組みを行っているか

清掃、警備、保守点検など、業務の一部委託等をする場合、複数業者からの見積合わせな
ど、経費削減等に考慮して適切に行っているか

施設、備品等の管理について、適切に維持管理し、省エネ、省資源、環境配慮物品の購入
など環境への配慮を適切に行っているか

指標名 計画値 実績値

経費削減額 43,050円 488,408円

経費削減率 3% 34%

施設修繕数 2件 4件

業務委託見積合わせ実施件数 2件 2件

第１次評価（指定管理者評価） 第２次評価（施設所管課評価）

評価ランク 評価指数 評価点 評価ランク 評価指数 評価点

評
価
要
素

管
理
状
況
評
価
指
標

評
価

配点

15 Ⅰ 1.0 15 Ⅰ 1.0 15

指
定
管
理
者
コ
メ
ン
ト

①指定管理料及び利用料の収支手続きを適正に行うとともに、定期的に市へ事業報告書を提出し
ました。
②職員は経費削減を心がけ、サービスの低下を招くことのないよう館内に節電協力の掲示や声掛
けなど行い、節電や空調管理に努めました。特に節電についてはデマンド監視装置を取り付け、
使用電力のピークを詳細に管理しました。
③修繕について、簡易な修繕は老人福祉センター長寿園職員と協力し、職員が行いました。
また、建築物定期点検において助言のあった消火器においては、速やかに対応し修繕しました。

施
設
所
管
課
コ
メ
ン
ト

・例月の事業報告書及び利用料の収支手続きは、適切に行われている。
・節電などで経費を削減しつつも施設は清潔に保たれており、利用者が気持ちよく利用できる環
境が整えられている。
・簡易的な修繕については職員が行い、経費の削減が図られている。
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別紙　１

①

②

③

④

⑤

（４）施設の管理を安定して行うための取組み

施設の適正管理に必要な職員の配置及び管理運営体制が確保されているか

職員の望ましい勤務形態及び育成指導、研修等が十分に確保されているか

職員の福利厚生は充実しているか

各種税金や社会保険料等は適切に納められているか

団体の財政状況等は健全であるか　＜別紙参照＞

指標名 計画値 実績値

人員配置数 3人 3人

研修会参加回数 2回 3回

研修会参加者数 3人 延べ9人

第１次評価（指定管理者評価） 第２次評価（施設所管課評価）

評価ランク 評価指数 評価点 評価ランク 評価指数 評価点

評
価
要
素

管
理
状
況
評
価
指
標

評
価

配点

20 Ⅱ 0.8 16 Ⅱ 0.8 16

指
定
管
理
者
コ
メ
ン
ト

①施設を管理する者には、掲げられた要件を満たす防火管理者等の職員を配置して、施設全体の
把握に努め、安全管理を徹底し定期的に報告しました。また、日常的な機械・電気の操作や簡易
な修繕を行える職員を配置し、施設の管理を行いました。
②BCPに関する研修では汚染物の除去訓練を実施しました。また、救急法等講習会では、福寿園
職員と合同講習会をすることにより職員間の交流も含め、共通認識をすることにより職員の質の
向上に努めました
③各種税金や健康保険料等について、滞納はありません。

施
設
所
管
課
コ
メ
ン
ト

・防火管理者、適正な職員配置が行われ、安全管理に配慮し適切な施設の維持管理が図られてい
る。
・講習会等については、オンラインでの受講や他施設職員との合同講習会を行うなど、職員の資
質向上に努められたことが見受けられる。
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別紙　１

①

②

③

④

（５）施設の安全対策、危機管理体制の取組み

日常の安全点検及び法定点検等の安全対策を行っているか

緊急時の危機管理体制等が確立されているか

避難訓練や防災訓練を適切に行っているか

具体的な個人情報保護対策を行っているか

指標名 計画値 実績値

定期安全点検実施回数 12回/年 12回/年

損害賠償保険の加入 100% 100%

消防訓練実施回数 2回 2回

消防訓練参加者数 80人 81人

第１次評価（指定管理者評価） 第２次評価（施設所管課評価）

評価ランク 評価指数 評価点 評価ランク 評価指数 評価点

評
価
要
素

管
理
状
況
評
価
指
標

評
価

配点

20 Ⅲ 0.6 12 Ⅱ 0.8 16

指
定
管
理
者
コ
メ
ン
ト

①毎日の目視による点検の他、利用点検報告書・最終点検チェックリスト・業務日報等による管理を行な
いました。また、市が作成した自主点検チェックシートに沿って毎月点検し、必要に応じて報告をしまし
た。更に、館内のみならず、街灯電球修繕や敷地内の管理に十分配慮し、事故の防止に努めました。
②緊急時の対応方法を定めた危機管理マニュアルや消防計画を作成し、職員に周知徹底を図り、災害等に
備えました。
③本施設は複合施設であるため、老人福祉センター長寿園、そのべ児童館と合同で消防避難訓練を実施
し、職員及び施設利用者が、共に万が一の際の避難経路や避難の手順について確認することができまし
た。なお、例年訓練の参加者が少ない傾向にありましたが、推進協議会の理事会等で呼びかけを積極的に
行ない協力依頼をすることで、消防訓練への参加者が増加しました。利用者の中には下肢に不安のある
方、耳に障害のある方もいるため、避難訓練を通じて共助の関係性構築を図りました。
④個人情報については本会の個人情報保護規程に基づき、職員に対して重要性や管理方法の周知徹底を
し、情報が外部に漏洩しないよう適切に管理しました。

施
設
所
管
課
コ
メ
ン
ト

・日常の安全点検等は適正に実施されており、利用者の安全確保に配慮している。
・緊急時の危機管理体制についても、マニュアルや消防計画の作成、施設全体での消防避難訓練
の実施などが行われ、緊急時への備えができている。
・個人情報については、今後も適切な管理に努めていただきたい。
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別紙　１

第１次評価点 第２次評価点 第３次評価点

（指定管理者評価） （施設所管課評価） （選定委員会評価）
評価結果 配点

（１）平等利用の確保と
　　　　サービス向上の取組み 25 20 20 20.7

（２）施設の効用を最大限に
　　　　発揮する取組み 20 12 12 13.6

（３）施設経費の削減の取組み 15 15 15 14.4

（４）施設の管理を安定して
　　　　行うための取組み 20 16 16 15.3

（５）施設の安全対策、
　　　　危機管理体制の取組み 20 12 16 16.4

評価点合計 100 75 79 80.4

総合評価 B（良） B（良） A（優）

　第３次評価（選定委員会評価）

選
定
委
員
会
コ
メ
ン
ト

・同じ敷地内の施設間で連携し運営している点は評価したい。

・利用者アンケート数が目標値に届いていないため、今後改善を図ってもらいたい。

・登録団体の高齢化に伴う利用者数減少への対策を、今後も検討し実施してもらいたい。

・そのべ児童館との協働事業による世代間交流は評価したい。今後も継続してもらいたい。

・長寿園・そのべ児童館との合同消防訓練は継続してもらいたい。
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別紙　１

（４）施設の管理を安定して行うための取組み ≪ 別 紙 ≫

⑤　団体の財政状況等は健全であるか

直近３ヵ年の情報を記入してください。

　※　経常収支比率について　　

決算年次 令和5年3月期 令和6年3月期 令和7年3月期

資産総額 1,965,766,261 1,962,114,735 1,911,724,704

売上高 807,520,501 804,065,009 771,564,514

経常利益 △ 78,435,421 △ 66,888,293 △ 84,141,671

当期利益 △ 78,285,914 △ 72,810,722 △ 88,902,151

経常収支比率 91.2% 92.3% 90.2%

決算年次 令和5年3月期 令和6年3月期 令和7年3月期

経常費用 888,350,143 872,437,597 857,435,842 

経常収益 809,914,722 805,549,304 773,294,171 

経常収支比率 91.2% 92.3% 90.2%

○経常収益（営業収益＋営業外収益）÷経常費用（営業費用＋営業外費用）×100で求めます。

指定管理者コメント

　本指標は、会社の資金繰りの実態を示す指標です。
　この数値が100％未満であると銀行借入などをしなければ営業活動ができなく
なるといわれているものであり、経常損失が生じていることを意味します。

 都賀支所移転に伴い、全体的な事務事業及び組織のさらなるスリム化を進めたことによ
り、事業費支出と事務費支出を削減することができました。しかしながら、令和６年度にお
いても本会全体の財務状況は、依然として収益事業の実績が思わしくなく、介護保険事業収
益や障がい福祉サービス等事業収益の減により経常収益の減少が続いております。繰越金が
あることも考慮すると、現時点で組織全体の運営に支障はありませんが、経営の安定化に向
け、職員全体でコスト削減と収入源の確保に向けて取り組みを継続いたします。
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